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研究成果の概要（和文）：本研究では在宅や施設における認知症の人のＱＯＬの実態を把握するとともに、
ＱＯＬと関連するケア提供者側の要因を明らかにして、長期療養を行う認知症の人のＱＯＬを維持・向上する認
知症ケアを提供するための方策を提言した。居宅介護サービスの利用者は小規模多機能型居宅介護や認知症対応
型生活介護よりもＱＯＬが低かった。ＱＯＬの低下には居宅介護支援専門員で行動心理症状に対する心理社会的
介入への理解が低いことが関連していた。そこでチームによる心理社会的介入のＰＤＣＡサイクルを支援する認
知症ケアプログラムを考案し、看護・介護職員を対象とした研修プログラムを開発した。ＲＣＴにより研修プロ
グラムの有効性が示された。

研究成果の概要（英文）：The present study evaluated QOL of people with dementia across in-home and 
nursing home care settings, identified professional factors relating to level of QOL, and suggested 
a dementia care model for improvement of QOL among people with dementia. Results of the study showed
 that users of in-home care services had lower QOL compared to those of multiple services or group 
homes. The lower QOL was related to poor understanding of psychosocial interventions to challenging 
behaviour among care managers. Therefore, we developed a psychosocial dementia care programme to 
enhance a team-based plan-do-check-act cycle, and a training course for nursing and personal care 
staff. The results of RCT indicated the effectiveness of the programme. 

研究分野：認知症ケア

キーワード： 認知症　心理社会的介入　高齢者看護　地域包括ケア
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究はケア環境に関わらず、長期療養を行う認知症の人のＱＯＬを維持・向上する認知症ケアの提供に資する
ケアモデルを提示した。提案された認知症ケアモデルは職種や事業所・施設の種類を限定しない、また認知症に
必ずしも特化していない様々な介護現場で適用可能性がある。ケアプログラムの開発と普及を通じて、認知症ケ
アを普遍的なケアとして展開することに貢献しうる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 2003年６月に高齢者介護研究会が発表した「2015年の高齢者介護」報告書において、我が国
における認知症高齢者は 2015年には 250万人、2025年には 323万人に達すると推計されてい
た。その後、2012年８月の厚生労働省の発表では 2015年に 280万人、2025年には 470万人と
大幅に推計人数が増加している。更に平成 24年度厚生労働科学研究費補助金認知症対策総合研
究事業「都市部における認知症有病率と認知症の生活機能障害への対応」報告書（研究代表者：
朝田隆）では、2010年の時点で既に認知症の人は約 440万人いたと推計している。こうした認
知症の人の増加に伴い、認知症ケアのあり方が大きく問われている。 
 諸外国では、主たる死因が認知症の死亡者の 50.2-92.3%はナーシングホームで看取られてい
る（Houttekier et al., 2010）。わが国では 1999年には介護施設での死亡が全体の 15.7%であった
が、2013年には 36.6%を占めるに至っている。その一方で 2013年時点でも死亡場所の 48.5%は
医療機関が占めている（厚生労働省「人口動態調査」）。厚生労働省「新たな地域精神保健医療
体制の構築に向けた検討チーム」第２ラウンド（認知症患者と精神科医療）の報告書では、認
知症患者の精神病床への入院は家族がぎりぎりまで介護をした結果の入院であり、退院後に自
宅に戻ることが容易ではない場合も多く、退院患者を受け入れる介護資源が限られていること
などが指摘されている。 
 以上の現状をふまえると、オレンジプランが目標とする認知症の人の生活支援を達成するう
えでは、地域における認知症ケアの提供体制の質を向上させることが必要不可欠といえる。国
際的にみて、認知症ケアの第一義的なアウトカムは本人の生活の質（QOL）の維持・向上とさ
れていることから、これを担保するためのケア提供体制が検討されるべきである。すなわち、
在宅や施設などのケア環境に関わらず、長期療養を行う認知症の人の QOL を維持・向上する
認知症ケアの提供が望まれる。 
 だが、認知症の人の QOLに関する知見は医療機関と介護老人保健施設の比較や（Terada et al., 
2013）、介護老人福祉施設の従来型とグループケアの比較など（Nakanishi et al., 2012）、ケア環
境を限定した研究が中心であり様々なケア環境を横断した認知症の人の QOL を把握したもの
はない。加えて、認知症の人の QOL と関連するケア提供者側の要因の検証も未だ十分ではな
い。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、在宅や施設における認知症の人の QOLの実態を把握するとともに、QOLと関連
するケア提供者側の要因を明らかにする。以上により、認知症の人の QOL を維持・向上する
認知症ケアを提供するための方策を提言することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
 本研究は以下の４つの調査で構成される。 
（１）介護サービス施設・事業所調査の個票を用いた、認知症の人へのケア提供に関する再分
析、および長期療養環境の抽出 

 
（２）諸外国の認知症ケアの優良実践（best practice）の収集・ケア概念の整理 
 
（３）介護サービス施設・事業所や医療機関を利用している認知症の人の、QOLに関する質問
紙調査 

 
（４）介護サービス施設・事業所や医療機関のケア提供者の、認知症ケアの提供状況に関する
質問紙調査 

 
４．研究成果 
（１）介護サービス施設・事業所調査の個票を用いた、認知症の人へのケア提供に関する再分
析、および長期療養環境の抽出 

 厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」の調査票情報から、平成１９・２２・２５年
９月における介護保険施設の退所者や訪問看護ステーション利用者の個票と施設票を取得して、
認知症の人の長期療養環境を提供している施設・事業所の機関属性を把握した。 
 介護老人保健施設の退所者 9,992 名における退所先と関連する要因を検証した。認知症を主
傷病とする者はそれ以外の主傷病の者と比べて自宅に戻る割合が有意に低く、医療機関や施設
等への退所または死亡退所の割合が高かった。医療法人、定員数が大きい施設、定員あたりリ
ハビリテーション職（理学療法士・作業療法士・言語聴覚士）の配置が低い施設、高齢者人口
あたり介護老人福祉施設の定員数が少ない二次医療圏にある施設では医療機関へ退所する割合
が高かった。 
 訪問看護ステーション利用者のうちターミナルケアが実施された 2,159 名と、介護老人福祉
施設の死亡退所者 1,643名、介護療養型医療施設の死亡退所者 2,346名とを比較した。訪問看護
ステーションのターミナルケア利用者は多くが悪性新生物を主傷病としており、認知症が主傷
病の者は 64名と少なかった。介護老人福祉施設や介護療養型医療施設の死亡退所者は、訪問看
護ステーションと比べて、疼痛管理の実施割合が有意に低かった。認知症を主傷病とする者は、



それ以外の主傷病の者と比べて疼痛管理の実施割合が有意に低かった。 
 また訪問看護ステーション利用者 138,008 名のうちでターミナルケア利用者とその他の利用
者を比較すると、看護職員の配置が高い事業所や、人口あたり病床数の少ない二次医療圏にあ
る事業所では、ターミナルケア利用者が多かった。 
 なお「介護サービス施設・事業所調査」では精神科病院におけるケア提供や、認知症の人全
般の死亡時の状況を把握することができないことから、厚生労働省「患者調査」・「人口動態統
計死亡票」についても調査票情報を取得して二次解析を行った。 
 「患者調査」の二次解析では 1996-2014年に精神科病院を退院した患者 96,420名のうち、認
知症を主傷病とする者が 13,823 名（14.3%）いた。認知症を主傷病とする患者の 18.2%は死亡
退院であった。精神科訪問看護の人口比件数が少ない地域や、精神病床数の人口比が多い地域
に居住地がある患者では、死亡退院の割合が有意に高かった。 
 「死亡票」の二次解析では原死因が認知症または老衰の者を抽出した。1996年 10月-2016年
9月の死亡者 960,423名のうち、医療機関で死亡したのは 434,795名（45.3%）、在宅死が 238,429
名（24.8%）、老人ホームが 220,652名（23.0%）、介護老人保健施設が 66,547名（6.9%）であっ
た。介護保険制度の開始（2000 年 4 月）、地域密着型サービス・地域包括支援センターの導入
（2006年 4月）、後期高齢者医療制度・在宅療養支援診療所の導入（2008年 4月）、およびオレ
ンジプラン（2013年 4月）のいずれも在宅死亡の増加に対する寄与はみられなかった。これら
の制度を導入する前と比べ、導入した後の死亡者は医療機関や介護老人保健施設で死亡する割
合がより高かった。 
 
（２）諸外国の認知症ケアの優良実践（best practice）の収集・ケア概念の整理 
 諸外国での認知症ケアの優良実践の例を現地調査により把握した。 
 米国 Arizona州 Phoenix市の Beatitudes Campusおよび Hospice of Valleyで開発された「Comfort 
MattersTM」について調査した。また同プログラムを導入した Alzheimer’s Association New York 
City Chapterとプログラムの協働事業所 Isabella Geriatrics Center, Center for the Advancement of 
Palliative Care, Cobble Hill Health Centerでの運用も併せて把握した。 
 いずれの事業所においても認知症の人の行動心理症状を、本人が何らかのニーズが満たされ
ていないことを伝えようとしている「コミュニケーション」と捉える視点が共有されていた。
したがって認知症ケアの基本は本人の快適さを最大化することにあるとされていた。行動心理
症状の背景にはしばしば疼痛の問題があり、疼痛管理の必要性を全ての職員が認識することが
重要とされていた。 
 
（３）介護サービス施設・事業所や医療機関を利用している認知症の人の、QOLに関する質問
紙調査 

 2016年 4月 1日の時点で東京都の介護サービス情報公表システムに登録されている居宅介護
支援事業所・小規模多機能型居宅介護支援・認知症対応型共同生活介護、および精神科入院病
棟の利用者を対象とした質問紙調査を実施した。居宅介護支援専門員が４人以下の居宅介護支
援事業所、開設から 1年未満の事業所は対象から除外した。各事業所で看護・介護職員を４名
選んで質問紙票を渡し、各職員は直近で関わりをもった認知症を有する利用者４名について回
答した。利用者の QOL評価には QLDJ尺度（ADRQL尺度日本語版）を用いた。 
 調査票を配布した 1,414事業所（607居宅介護支援事業所, 158小規模多機能型居宅介護支援, 
542認知症対応型共同生活介護, 107精神科入院病棟）のうち、346事業所から職員 2,239名、利
用者 4,143名分の記入済み調査票の返送があった。 
 利用者の平均年齢は 84.4歳（標準偏差 7.2）、男性が 27.3%、ADL障害の得点（インターライ
方式 ADL-H）が平均 2.0（標準偏差 1.7）、認知機能障害の得点（インターライ方式 CPS）が平
均 0.8（標準偏差 1.9）であった。 
 利用者の年齢の高さ、女性であること、ADL障害や認知機能障害が低いこと、および抗精神
病薬を使用していないことが QLDJ得点の高さと関連していた。 
 
（４）介護サービス施設・事業所や医療機関のケア提供者の、認知症ケアの提供状況に関する
質問紙調査 

 （３）の質問紙調査において、事業所の認知症ケアに関する体制や外部支援の有無、および
利用者について回答する職員自身の認知症ケアに対する認識をあわせて調査した。認知症ケア
に対する認識の評価には qPAD尺度日本語版を用いた。 
 回答職員の平均年齢は 47.5 歳（標準偏差 11.1）、男性が 25.1%、看護師または准看護師資格
を保有する者が 7.8%、経験年数は平均 8年 11か月（標準偏差 6年 4か月）であった。 
 qPAD 尺度で測定した認知症緩和ケアの知識と態度得点ともに、認知症対応型共同生活介護
の職員で居宅介護支援事業所より高かった。 
 また職員の qPAD 尺度の得点で利用者を三群に分け、QLDJ 尺度の得点を比較したところ、
知識でも態度でも得点の高い群では中間の群や低い群と比べて、利用者の QLDJ尺度得点は高
かった。 
 
（５）認知症ケア研修プログラム開発 



 （１）（２）（３）（４）の結果をもとに認知症ケアの実践モデルを整理して、看護・介護職員
を対象とした認知症ケア研修プログラム（初案）を開発した。 
 参加同意を得られた居宅介護支援事業所、訪問看護ステーション、認知症対応型共同生活介
護の事業所を介入群と対照群に分け、ベースラインと６か月後とでサービス利用者である認知
症の人の行動心理症状の頻度と重症度、痛み、抗精神病薬の有無を測定し比較を行った。行動
心理症状の評価には Neuropsychiatric Inventory-Nursing Home version (NPI-NH)日本語版を用い、
痛みの評価は Abbey Pain scale日本語版を使用した。 
 介入では看護・介護職員を対象として、２日間に渡る研修プログラムを試行した。またプロ
グラム実施後の実践状況を把握するため、２か月後にフォローアップを実施した。認知症ケア
研修およびフォローアップの開始直前に質問紙調査を行い、認知症ケアの対処可能感の変化を
Sense of Competence in Dementia Care Staff（SCIDS）尺度日本語版で評価した。６か月後のフォ
ローアップ終了後、対照群にも介入を実施した。介入群と対照群あわせて看護・介護職員 86
名および利用者 219名で６か月間の介入データを収集した。 
 プログラムを導入した介入群の利用者 141名では、同期間に通常のケアを行った対照群の 142
名と比べて、有意に行動心理症状が改善した（偏回帰係数-3.99, P < 0.05）。痛みと抗精神病薬の
使用では差がなかった。 
 介入を受けた看護・介護職員 86名の SCIDS尺度総得点は開始前よりも２か月後で有意に高
く、より高い対処可能感を有していた（t (85) = 2.88, P = .005）。 
 利用者 219名について、痛み（t(218) = 2.63, p = .009）と行動心理症状（t(218) = 8.19, p < .001）
は６か月後に有意に減少した。抗精神病薬の使用は変化しなかった（χ2(1) = 2.78, p = .180）。 
 以上の結果から、本プログラムが介護従事者の実践に対するスキル向上を達成するとともに、
認知症の人の痛みの管理ひいては行動心理症状の減少に有効であることが示された。 
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